年　月　日
事業計画書

法人の名称又は商号
代表者氏名

１　空家管理活用支援法人として行おうとする業務
□　法第24条第１号関係
□　相談から解決までの伴走的なサポート、対面型の相談窓口
□　公正・公平な観点から売却、除却、管理、改修、活用、賃貸等のマッチング、コーディネート
□　空家の発生予防に資する相談対応（相続登記、生前贈与、財産処分等）
□　困難物件（無接道、再建築不可、相続放棄等）の活用や流通に係るアドバイス・支援等
□　法第24条第２号関係
　所有者からの委託による空家の管理・活用等（売却、賃貸、改修等）
□　法第24条第４号関係
　　空家の発生抑制・活用促進に係る調査研究等
□　法第24条第５号関係
　　セミナーの開催やSNS等の活用による空家所有者や相続予定者への啓発活動等
□　法第24条第６号関係
　　空家を活用した住宅確保要配慮者に対する居住支援（居住支援法人等との連携を含む。）に限る
[bookmark: _GoBack]※該当する項目の□を■に変更してください。

２　空家管理活用支援法人として実施する事業計画
	（記載欄）
【記載事項】
　・目的、対象
　・市が指定する業務のうち、どの業務に該当するか
　・実施内容、方法（フローなど）
　・個人情報保護に関する取組
　・実施体制（専門家との連携体制、窓口体制、個人情報保護体制など）
　・想定する効果
　※内容を補完する資料等があれば、別途提出すること。








































